










































1997年 6月 6日にワシントン D.C.にある「ナショナル・プレスクラブ」の演説において，全米市

























































































出せず，第 3学年はわずかに上昇し，第 5学年でわずかに下降し，第 8学年では二種類のテストで反
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対の傾向を示した。また，2005年以後に用いるようになったイリノイ州アチーブメントテストでは
















市内の代表的な業界団体であるシカゴ商業クラブ（The Commercial Club of Chicago）も認めて以下
のように述べている。「CPSは第 8学年の読解で基準点以上に達した児童生徒の割合が 2004年にお
ける55パーセントから2008年に76パーセントまで改善し，第8学年の数学の得点が2004年の33パー




失してしまう」（Civic Committee of The Commercial Club of Chicago, 2009: 2）。
イリノイ州全体で実施されているテストの種類が代わっているために，経年変化を正確に捉えるこ
とができない問題点を克服するために，シカゴの学力変化を検討するのにリップマンは「全米学力調
査（National Assessment of Educational Progress＝NAEP）」のデータを用いている。シカゴは 2002
年時点で他の都市学区（人口 24万以上の都市）と比較して後塵を拝しており，2009年時点でも他の
都市学区に追いつくことができないでいる。平均点についてみると，シカゴは 2003年から 2009年の
間に，第 4学年と第 8学年の数学で平均点がいくぶん上昇し，第 4学年の読解でもわずかに上昇して
いるものの，第 8学年の読解は停滞している。いずれにせよ，2003年のシカゴと他の都市学区の平



































は 7パーセントであるのにアフリカ系は 0パーセントであった。アフリカ系の「優秀学力」が 0パー































中でシカゴについても言及している。シカゴでの留年政策導入後最初の 2年で，第 3学年，第 6学年，
第 8学年の 3分の 1以上が学年度の終了するまでに進級基準に達することができなかった。それらの
中には英語能力が不十分であったり障がいを持っていたりする児童生徒は含まれていなかった。そし

















名から 1万名のシカゴの初等学校児童が留年し，その比率は第 3学年の 20パーセント，第 6学年と
第 8学年ではおよそ 10パーセントに該当する。学力変化を見ると，留年した第 3学年児童は学力の
改善が見られず，第 6学年の留年児童に至っては，ほぼ同じ学力であったが進級できた児童と比較す
ると 6パーセントも学力が下回っていた。また，留年した児童生徒の中退率は 8～ 13パーセント高










































し，その上，毎年基本給を 3パーセント引き上げる 4年間の労働協約を締結した。その後の 3期目の

























































































































































 2） 筆者はシカゴの 1988年と 1995年の教育統治改革について小松茂久（2006）の第Ⅲ部で詳述している。
 3） 2009年 1月にオバマ大統領が連邦教育省長官に指名したのは A.ダンカン（Arne Duncan）であった。ダンカ







力上位 10校のうち 5校はシカゴの初等学校である一方で，州内の下位 25校のうち 21校がシカゴの学校であっ
た（Kirst, 2003a: 211−212）。
 5） NAEPでは学力を次の四分位で示している。「基礎学力未達（Below-Basic）」「基礎学力（At-Or Above-Basic）」
「普通学力（At-Or-Above-Proficient）」「優秀学力（Advanced）」。
 6） 卒業率の傾向について見ると，シカゴの 2003−4学年度のハイスクール卒業率は 51.5パーセントであり，2006
年には 56パーセントまでいくぶん上昇したものの，2010年の夏には 54パーセントに下がっている（Lipman, 
2011: 18）。
 7） シップスも各種調査結果を用いて同趣旨の結論を導いている（Shipps, 2009: 129）。
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